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マーケットを読む！連 載

第9回

�政府がポイント還元制度を導入��
〜９ヵ月間の時限的措置

政府は、2019年10月にキャッシュレス決済の

「ポイント還元制度」を新たに導入しました。実

施期間は、2020年６月までの９カ月間に限定さ

れています。

ポイント還元制度は、消費者が中小の小売店

や飲食店において、クレジットカードや電子マ

ネー、QRコードなどを利用してキャッシュレ

ス決済を行った場合、支払額の５％もしくは２

％をポイントで還元、または直接的に割り引く

（実質値引き）というものです。

消費者は、この制度を利用することで得をす

ることができるため、キャッシュレス決済をこ

れまで以上に利用しようという動きが出ていま

す。また、初めての制度ということもあり、消

費者や各種メディアから非常に注目されていま

す。

この制度の目的として、主に「消費増税の影

響緩和」と「キャッシュレス化推進」の２点が

挙げられます。

まず、日本では、2019年10月に消費税率が引

き上げられましたが、その影響で消費が予想以

上に大きく落ち込むことになれば、国内景気を

悪化させる恐れがあります。そこで政府は、ポ

イント還元制度によって家計の負担を一定程度

緩和させ、消費の減少幅を抑えようと考えたの

です。

次に、国際的に見ると、日本は現金への依存

度が高く、キャッシュレス化で他国に出遅れて

います。こうした中、近年、産官学においてキ

ャッシュレス化推進の動きが急速に盛り上がっ

てきました。経済産業省が2018年４月に公表し

た「キャッシュレス・ビジョン」では、足下で

20％程度にとどまっているキャッシュレス決済

比率を、2025年までに40％へと２倍に上昇させ

る目標値が掲げられています〔図表〕。
しかし、キャッシュレス化が現状のペースで

進むことになれば、その目標を達成することは

できません。そこで、政府は、ポイント還元制

度の導入を通じて、キャッシュレス化のペース

を加速させようとしたのです。

₁

ポイント還元制度とキャッシュレス化の展望

2019年10月にキャッシュレス決済の「ポイント還元制度」が導入されました。初めての制度という
こともあり、消費者や各種メディアから非常に注目されています。そこで、今回は、ポイント制度の
概要を整理し、キャッシュレス化のメリットを確認した上で、今後の展望と課題について解説します。

（注） 2012～2017年は、経済産業省（2018）「キャッシュレス・ビジョ
ン」と同じデータソースにより作成した大和総研の試算値、
2025年はキャッシュレス・ビジョンの目標値。

出所：世界銀行、内閣府、BISより大和総研作成

〔図表〕日本のキャッシュレス決済比率の推移
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�なぜキャッシュレス化が重要か？ � �
〜経済全体へのプラス効果も期待

それでは、なぜキャッシュレス化を推進する

ことが重要なのでしょうか。この理由について

考えるには、キャッシュレス化の主な長所を整

理することが重要です。

まず、消費者は、現金の入出金の手間と時間

の削減に加え、レジや各種発券の待ち時間と手

続きを減らすことができます。また、小売や外

食の店舗では、レジの会計作業の効率化や現金

管理・輸送の負担を軽減する効果が期待されま

す。金融機関については、ATM・店舗網の削減

を通じてコストを抑制できるという利点が挙げ

られます。

さらに、近年急増している訪日外国人旅行者

によるインバウンド需要を一層取り込むために

も、キャッシュレス化が有効となります。具体

的には、観光スポットのキャッシュレス化を進

めることにより、彼らの日本での消費を一層促

す効果が期待されます。例えば、フィンランド

では、あるフィンテック企業が、中国企業と提

携して中国のキャッシュレス決済サービスを導

入したところ、中国人旅行者の消費を増やすこ

とに成功しました。

長期的な視点に立てば、多くの人が恩恵を受

けられるキャッシュレス化を実現することによ

り、新たな金融ビジネスの創出やコスト削減を

通じて日本経済全体の生産性が高められると考

えられます。

一方、キャッシュレス化には短所もあります。

例えば、個人情報漏えいや不正利用というセキ

ュリティ問題、高齢者がキャッシュレス決済か

ら取り残されてしまう可能性があること、地震

や台風といった災害の際に利用できなくなるリ

スクが挙げられます。

しかし、その長所と短所を総合的に判断する

と、現在の日本では、キャッシュレス化を一層

推進して得られる恩恵の方が大きいと考えられ

ています。そして、キャッシュレス化の推進は、

日本経済の潜在力を底上げする「成長戦略」の

重要な柱としても期待できるのです。

�キャッシュレス化の今後の展望 � �
〜制度終了後の動向に注意

ポイント還元制度をきっかけにキャッシュレ

ス決済を利用できる店舗が大幅に増えたことや、

足下でキャッシュレス決済を選択する人が継続

的に増えている現状を踏まえると、キャッシュ

レス化という潮流は今後も長期的に続くと見込

まれます。

しかし、問題は2020年６月にポイント還元制

度が終了した後の動向です。日本では、会計の

際、現金による支払いの方が速い場合が少なく

なく、かつポイント還元という恩恵もなくなり

ます。その結果、消費者が再び現金決済の比率

を高め、キャッシュレス化のペースが鈍化する

可能性があります。

また、今回のポイント還元制度にあまり興味

を示さないような消費者が結構存在しており、

関心があってもキャッシュレス決済に踏み切る

ことができない高齢者も数多くいます。政府の

キャッシュレス化目標を実現するためには、こ

のような人たちのキャッシュレス化を促すこと

が重要な課題になると考えます。�
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